
要 旨

本研究では, 気象庁と鉄道の日降雪深データを用いて, 北海道から山陰にかけての日本海側地域と北海道から中

部にかけての太平洋側地域を対象に, 再現期間が２年以上の日降雪深の大雪の出現頻度について, 経年変化とその

要因に関する解析を行った. 大雪の出現頻度は, 北陸では1950年代から2000年代にかけての減少傾向と, 1980年代

後半における減少側へのジャンプが有意水準５％で有意である. 一方で, 他の地域では大雪の出現頻度に有意水準

５％で有意なトレンドやジャンプは検出されなかった. また, 対象地域全ての冬期平均気温, 冬季東アジアモン

スーン指標（MOI), および北極振動指標（AOI）には1980年代後半にジャンプがみられ, 冬期平均気温は対象地

域全てにおいてMOIおよびAOIとの相関が有意水準５％で有意である. これから, 冬期平均気温のジャンプに

はMOIやAOIのジャンプが関係していると考えられる. 大雪の出現頻度は, 多くの地域において冬期平均気

温, MOI, およびAOIとの相関が有意水準５％で有意である. これらの相関は, 北陸で高く, 他の地域で相関が

低いか, 相関がない傾向にあり, この傾向が最も強いのが冬期平均気温である. さらに, 大雪が出現した日の日平

均気温は, 北陸では降水が雪と雨になる割合が50％ずつになる気温をわずかに下回る気温領域に集中する傾向が強

く, 大雪の出現頻度は気温の変化に敏感に応答すると考えられる. これから, 北陸における大雪の出現頻度の減少

側へのジャンプには, 降水が雪と雨になる割合が50％ずつになる気温と地上の気温が近い地域において, MOIや

AOIといった大気循環のジャンプの影響を受けた冬期平均気温の上昇側へのジャンプが大きく影響していると考

えられる.

１. はじめに

著者は, 鉄道の駅構内で観測された降雪の深さの記

録を用いて, 新潟県とその周辺地域において, 再現期

間が２年以上の日降雪深の大雪の出現頻度と冬期（12

月から２月）平均気温との関係を論じた（鈴木

2010). これによると, 大雪の出現頻度は地上から対

流圏中層における冬期平均気温と負の相関があり, 特

に地上付近の冬期平均気温との相関が高い. さらに,

大雪の出現頻度は1985／1986年冬期（この場合を1986

年冬期とし, 以下同様とする）と1987年冬期の間で減

少側に不連続的変化（ジャンプ）したことを示すとと

もに, これには地上から対流圏下層における冬期平均

気温の上昇側へのジャンプが関係しているとした. 本

研究は, 鈴木（2010）の続編といえる研究で, 鈴木

（2010）において今後の課題とした他の地域における

大雪の出現頻度の経年変化を明らかにするとともに,

その要因について解析を行った.

大雪は, 鉄道や道路などの交通機関や市民生活に大

きな影響を及ぼす一方で, 大雪によって蓄えられた積

雪は水資源や冷熱源などに利用されてきた. そのた

め, 大雪の出現頻度の経年変化やその要因を明らかに

することは, 気象学・気候学的に重要なだけでなく,

社会的にも重要な課題である. 冬期の日本付近では,

シベリア高気圧とアリューシャン低気圧の間に形成さ

れる大きな東西気圧傾度によって, 北西季節風が卓越
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する. 日本海側の地域では, 日本海の海面から熱と水

蒸気の供給を受けた北西季節風によって大量の降雪が

もたらされることになる. 一方で, 太平洋側の地域で

は, 北西季節風が弱まったときに, 東シナ海で発生し

た低気圧が日本の南岸を通過するときに降雪がもたら

されるのが一般的である. また, 日本付近は地球規模

でみると雪氷圏の縁辺部にあたり, 特に東北から山陰

にかけての日本海側の地域は比較的温暖な気候のもと

で多量の降雪がもたらされる地域である. このため,

日本における雪氷現象は気温や大気循環などのわずか

な変化によって大きく変化することが予想される.

降積雪量は, 気温と負の相関があることや降水量

と正の相関があることが知られている. 例えば, 気温

との関係では, 北半球における４月の積雪面積と北

緯40度から60度の４月の気温（IPCC 2007), 日本で

は北海道などの寒冷地を除く多雪地域における年最

大積雪深と冬期の気温（福田 1960；Nakamura and
 

Shimizu 1996など), 東北から北陸の日本海側の地域

における年降雪深と冬期の気温（鈴木 2006a, b),

新潟県とその周辺地域における大雪の出現頻度と冬期

の気温（鈴木 2010）などが挙げられる. また, 鈴木

（2010）では大雪の出現頻度は高層よりも地上付近の

気温との相関が高いとしている. 降水量との関係で

は, 新潟県とその周辺地域における年降雪深および年

最大積雪深は冬期の降水量と相関がある（鈴木 2006

a).

20世紀半ば以降の気候の変化として, 例えば地球温

暖化に伴う気温の上昇や北半球の積雪面積の減少

（IPCC 2007), 東北から北陸の日本海側の地域におけ

る年最大積雪深の減少（鈴木 2006a, b), 新潟県と

その周辺地域や北海道の太平洋側の地域における年降

雪深の減少（鈴木 2006a；札幌管区気象台・函館海

洋気象台 2010), および新潟県とその周辺地域におけ

る大雪の出現頻度の減少（鈴木 2010）などが挙げら

れる. また, 気象モデルを用いて地球温暖化時におけ

る大雪の出現頻度を予測した気象庁（2008）では, 地

球温暖化時における大雪の出現頻度は北海道の標高の

高い地域で増加するが, 北海道を除くほとんどの地域

で減少するとしている.

さらに, 北半球では1980年代後半に様々な気候が変

化したとの報告がある. 例えば, 北極振動指数の高指

数側へのジャンプや冬季東アジアモンスーン指数の低

指数側へのジャンプ（Tian et al. 2008), 日本の年平

均気温の上昇側へのジャンプ（徐ほか 2002), 日本海

の海水温の上昇側へのジャンプ（Tian et al. 2008),

北半球における春の積雪面積の急激な減少（IPCC

2007), オホーツク海南部の海氷量の急激な減少

（Tachibana et al.1996), 北陸における年降雪深の急

激な減少（気象庁 2002), および新潟県とその周辺地

域における大雪の出現頻度の減少側へのジャンプ（鈴

木 2010）などが挙げられる.

このように雪氷現象は, 気温や降水量との関係が深

いとともに, 総じて減少傾向にある. また, 鈴木

（2010）では1980年代後半における大雪の出現頻度

の減少側へのジャンプには, 同時期における冬期の

気温の上昇側へのジャンプが関係しているとした.

Tachibana et al.（1996）では, オホーツク海南部の

海氷量の減少の原因として, 同時期におけるアリュー

シャン低気圧の弱まりと気温の上昇を挙げており, 大

気循環の変化が影響している可能性を指摘した.

本研究では, 日本における大雪の出現頻度の経年変

化とその要因を明らかにするための解析を行った. 初

めに, 気象庁の降雪の深さの観測データを用いて, 再

現期間が２年の日降雪深が５cm以上である日本海側

の北海道から山陰にかけての地域と太平洋側の北海道

から中部にかけての地域を対象に, 再現期間が２年以

上の日降雪深の大雪の出現頻度の経年変化を概観する

とともに, ジャンプとトレンドの検定を行った. 次

に, 一冬期における降雪, 降水, および気温の状態を

表す年降雪深, 冬期降水量, および冬期平均気温, そ

して北半球の中緯度地域および半球規模の大気循環を

表す冬季東アジアモンスーンおよび北極振動の経年変

化について解析した上で, これらが大雪の出現頻度に

与える影響について解析を行った. また, 現在でも降

雪の深さの観測が継続されている鉄道における観測

データを用いて, 同様の解析を行った.

２. 資料と解析方法

2.1 観測データと対象地点

本研究では, 日降雪深に雪板を用いて目視観測され

た降雪の深さの観測値の合計を用いた. 日本における

長期間かつ多数地点における降雪の深さの観測データ

は, 著者の知る限り気象庁と鉄道によるものがあり,

第１表にはこれらの機関における降雪の深さの観測概

要を示した.

気象庁では, 雪板による降雪の深さの目視観測は

1953年１月１日に１日３回に統一され, 2005年10月１

日にほとんどの地点（気象官署）で積雪計による自動
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観測に変更されている. そのため, 解析の対象地点

は, 1954年冬期から2005年冬期までの52年間にわたっ

て１日３回の降雪の深さの観測記録がそろうととも

に, 2.3項で示す再現期間が２年の日降雪深が５cm以

上の地点とし, 北海道から山陰にかけての53地点の気

象官署を抽出した（第１図). 日降雪深は, 1960年ま

では気象庁のマイクロフィルムから転写した１日３回

観測の降雪の深さの合計とし, 1961年以降は地上気象

観測時日別データCD-ROM および地上気象観測原簿

過去データ（気象庁年報）CD-ROM の日降雪深デー

タ（１日３回観測の降雪の深さの合計）から入手し

た.

鉄道では, 冬期の列車運行を確保することを目的に

鉄道駅構内で降雪の深さの観測を行っている（鈴木

2006a). 鉄道の日降雪深は降雪の深さの１日２回観

測の合計で, 本研究では1961年冬期から現在（2011年

冬期）までの51年間にわたって降雪の深さの観測が継

続されている新潟県の村上駅, 新潟駅, 長岡駅, およ

び直江津駅を解析の対象にした（鈴木（2010）の第２

図参照).

2.2 地域区分

気象庁の地点は, 気象庁（1986）による気候区分を

基本に, 再現期間が２年以上の日降雪深の大雪をもた

らした気象じょう乱を天気図を用いて調べて, 北西季

節風による場合が日本の南岸を通過する低気圧による

場合に比べて多い地点を日本海側, その逆の場合を太

平洋側に区分した. 日本海側の地域は第１図に示す北

海道西部, 東北西部, 北陸, 中部北部および山陰の５

地域, 太平洋側の地域は北海道東部, 東北東部, 関

東, および中部南部の４地域に区分した. なお, 鈴木

（2010）によると, 大雪の出現頻度に関する解析は地

域を代表する４地点の観測値があれば, それ以上の地

点の観測値を用いた解析と同様の結果を得ることがで

きるとしており, 本研究で４地点以上が含まれている

地域を対象にした. また, 鉄道の４地点は新潟県平野

部とした.

2.3 大雪の基準

大雪の基準は, 鈴木（2010）と同様に1961年冬期か

ら1986年冬期までの年最大日降雪深から一般化極値分

第２図 1954年冬期から1986年冬期までの年最大日降雪深から算出される２, ５, 10年確率日降雪深.

第１図 気象庁の解析対象地点（気象官署）と地
域区分.

1961年冬期～2011年冬期駅構内新潟県平野部
８時, 16時（1987年冬期まで)

８時30分, 17時（1988年冬期から)
鉄道

1954年冬期～2005年冬期気象官署日本全国９, 15, 21時気象庁

観測期間観測場所観測地域降雪の深さの観測時間機関

第１表 気象庁と鉄道における降雪の深さの観測概要.

335

2012年５月

日本における大雪の経年変化とその環境場との関係



布を用いて推定される再現期間が２年以上の日降雪深

を大雪と定義した. 鈴木（2010）が1986年冬期までの

年最大日降雪深を用いて確率降雪深を推定したのは,

新潟県とその周辺地域において, 年最大日降雪深が

1986年冬期と1987年冬期の間を境にして減少側にジャ

ンプしたためである. 気象庁の地点の年最大日降雪深

に対するジャンプの検定結果は3.2項に示すとおり

で, 北陸とその周辺地域の７地点において1980年代後

半における減少側へのジャンプが有意水準５％で有意

である. また, 一般化極値分布は, 田中・宝（1999）

が確率分布に採用した指数分布, Gumbel分布, 平方

根指数型最大値分布, 一般化極値分布, 対数Pearson

Ⅲ型分布（実数空間法, 対数空間法), 対数正規分布

（２母数,３母数）の中で, 標準最小二乗規準（Stand-

ard Least-Squares Criterion (SLSC), 高棹ほか

（1986））が0.04以下になる地点数が最も多く, SLSC

が0.04以下の地点は53地点中42地点である.

第２図は, 気象庁の地点における再現期間が２,

５, 10年の日降雪深である. 再現期間が２, ５, 10年

の日降雪深は, 日本海側では高田（新潟県）が最も大

きく, 北陸で大きい傾向にある. また, 太平洋側では

帯広（北海道）が最も大きく, 北海道で大きい傾向に

ある. 鉄道の地点における再現期間が２, ５, 10年の

日降雪深は, 鈴木（2010）の第６図に示したように,

新潟県平野部では高緯度の地点から低緯度の地点に向

かって大きくなる傾向にある.

2.4 大雪の出現頻度の算出方法

地域ごとの再現期間が２, ５, 10年の日降雪深の出

現頻度の算出は, 次の手順で行った. 初めに, 各地点

について再現期間が２, ５, 10年の日降雪深を超過し

た回数を冬期ごとに求めた. 次に, 地域ごとに属する

全地点の超過回数を冬期ごとに積算した. 最後に, そ

れぞれの地点数で除することで, 再現期間が２, ５,

10年の日降雪深を超過した１地点・１冬期あたりに規

格化した大雪の出現頻度を求めた.

３. 経年変化

再現期間が２年以上の日降雪深の大雪の出現頻度に

ついて, 経年変化を概観するとともに, ジャンプとト

レンドの検定を行った. また, 大雪の出現頻度と関係

があると考えられるともに, 一冬期における降雪, 降

水, および気温の状態を表す年降雪深, 冬期降水量,

および冬期平均気温, そして北半球の中緯度地域およ

び半球規模の大気循環を表す冬季東アジアモンスーン

および北極振動について経年変化を概観するととも

に, ジャンプとトレンドの検定を行った. また, 日降

雪深の再現確率を計算するために用いた年最大日降雪

深について同様の解析を行った.

3.1 大雪の出現頻度の経年変化

大雪の出現頻度について, 第３図は再現期間が t≧

10年, 10＞t≧５年, ５＞t≧２年の各階級に区分して

１地点あたりの出現頻度を時系列で示したものであ

る. 気象庁の地点では各地域ごとに1954年冬期から

2005年冬期, 鉄道の地点では新潟県平野部について

1961年冬期から2011年冬期の時系列を示した. また,

第３図には再現期間が２, ５, 10年以上の日降雪深の

出現頻度の変動傾向をみるために, その11年移動平均

値を示した.

再現期間が２, ５, 10年の日降雪深の出現頻度の経

年変化について, 第３図の11年移動平均値から概観す

ると以下のとおりである. 日本海側の地域における気

象庁の地点の場合では, 北海道西部において全期間を

通して変化が小さい傾向にある. また, 東北西部, 北

陸, 中部北部, および山陰では, 1970年代から1980年

代半ばにかけて高い傾向にある. 太平洋側の地域で

は, 北海道東部と東北東部において, 1970年代半ばか

ら1980年代半ばにかけてやや高い傾向にある. また,

関東と中部南部では, 1960年代と1980年代に高い傾向

にある. 鉄道の地点の新潟県平野部では, 1980年代半

ばまで高く, 1980年代後半以降が低い傾向にあり, 現

在まで低い傾向が続いている.

次に, 再現期間が２年以上の日降雪深の大雪の出

現頻度について, ジャンプの検定を行った. ジャンプ

の検定には, ある時期を境とする２つの標本の分布

の位置の差を検定するWilcoxon検定と散らばり具

合の差を検定するAnsari-Bradley検定を同時に行う

Lepage検定（松山・谷本 2005など）を用いた.

Lepage検定は, 対象期間を前半と後半に分けて,

それぞれ最低でも10年間をとった上で, 前半と後半の

境を一冬期ずつ移動させて行った. 例えば, 解析の対

象期間が1954年冬期から2005年冬期の気象庁の地点で

は, 1987年冬期と1988年冬期の間を境にする場合に

は, 前半が1954年冬期から1987年冬期, 後半が1988年

冬期から2005年冬期である. なお, Lepage検定では

Lepage統計検定量が5.991以上の場合に期間の前半

と後半の境におけるジャンプが有意水準５％で有意

である.

第４図には, 気象庁の地点の場合の北海道西部, 北
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陸, および山陰と鉄道の地点の場合の新潟県平野部に

おける大雪の出現頻度に対するLepage検定統計量を

例示した. この図において, Lepage検定統計量が図

中の点線より大きければ, その冬期を境にするジャン

プが有意水準５％で有意である. 大雪の出現頻度は北

陸と新潟県平野部において1980年代後半から1990年代

前半を境にしたジャンプが有意水準５％で有意で, こ

のジャンプの有意性が最も高いのは北陸が1987年冬期

と1988年冬期を境にした場合, 新潟県平野部が1986年

冬期と1987年冬期を境にした場合である. Wilcoxon

第３図 再現期間が２, ５, 10年以上の日降雪深の出現頻度の時系列と11年移動平均値.
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検定とAnsari-Bradley検定を行うと, これらは分布

の位置の減少側へのジャンプである. なお, 他の地域

では有意水準５％で有意なジャンプは検出されなかっ

た.

また, トレンドの検定には, 時系列データのデータ

間の差の符号の情報に基づいて傾向性を検定する

Mann-Kendall検定（松山・谷本 2005など）を用い

た. トレンドの検定は全期間を対象に行い, 例えば気

象庁の地点では1954年冬期から2005年冬期の52年間を

対象にした. 大雪の出現頻度に対してトレンドの検定

を行うと, 北陸と新潟県平野部において減少傾向が有

意水準５％で有意である.

これから, 大雪の出現頻度は北陸と新潟県平野部に

おいて, 1980年代後半に減少側にジャンプしたととも

に, 1950年代から2000年代にかけて減少傾向にあると

考えられる. なお, 第２表には大雪の出現頻度のジャ

ンプおよびトレンドが有意水準５％で有意な場合に,

ジャンプの有意性が最も高い冬期の境およびトレンド

の方向をまとめて示した.

3.2 年最大日降雪深の経年変化

年最大日降雪深は, 前年から当年にかけての一冬期

における日降雪深の最大値である. 第５図は, 気象庁

の地点の場合の北海道西部と北陸, および鉄道の地点

の場合の新潟県平野部における年最大日降雪深の時系

列とその11年移動平均値を例示したものである. な

お, 各地域における年最大日降雪深の時系列データ

は, 次の手順で作成した. 初めに, 各地点について全

期間の平均値からのアノマリを冬期ごとに求めて, 次

にそれらを標準偏差で規格化する. 最後に, 冬期ごと

に各地域に属する地点の平均値を求めることで作成し

た. 年最大日降雪深に対して地域別にLapage検定を

用いてジャンプの検定を行うと, 第２表に示すよう

に, 年最大日降雪深は山陰において1960年代後半, 北

海道東部において1970年代後半, 北陸と新潟県平野部

において1980年代後半のジャンプが有意水準５％で有

意である. Wilcoxon検定とAnsari-Bradley検定を

行うと, 北陸, 北海道東部, および新潟県平野部にお

第４図 大雪の出現頻度に対するLapage検定統
計量で, 任意の冬期を境にして前半を前
の冬期以前, 後半をその冬期以降として
示した. 図中の点線は, ジャンプが有意
水準５％で有意になるLapage検定統計
量.
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第２表 大雪の出現頻度, 年最大日降雪深, 年降雪深, 冬期降水量, 冬期平均気温に対するジャンプとトレンド
の検定結果. なお, 新潟県平野部の冬期降水量と冬期平均気温は気象庁の新潟と高田の観測値から算
出. ジャンプについては, ジャンプが生起した冬期の境を示すとともに, 分布の位置のジャンプの場合
には方向を矢印, 散らばり具合のジャンプの場合には で示した. トレンドについてはトレンドの方向
を矢印で示した. なお, 解析期間は気象庁が1954冬期から2005年冬期, 鉄道が1961年冬期から2011年冬
期.
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けるジャンプは分布の位置の減少側へのジャンプで,

山陰におけるジャンプは散らばり具合の増加側への

ジャンプである. 次に, Mann-Kendall検定を用い

てトレンドの検定を行うと, 年最大日降雪深は北陸,

北海道東部, および新潟県平野部において減少傾向に

ある. なお, 鉄道の地点の新潟県平野部では, 年最大

日降雪深は1980年代後半から現在まで小さい傾向が続

いている.

また, 年最大日降雪深について地点別にジャンプの

検定を行うと, 1980年代後半には気象庁の地点では酒

田, 新潟, 高田, 金沢, 福井, 敦賀, 米子, 鉄道の地

点では村上駅, 新潟駅, 長岡駅, 直江津駅において減

少側へのジャンプが有意水準５％で有意である.

3.3 年降雪深の経年変化

年降雪深は, 前年から当年にかけての一冬期におけ

る降雪の深さの合計である. 年降雪深は, 年最大日降

雪深と同様の方法で時系列データを作成し, 第６図に

第５図と同様の地域について時系列とその11年移動平

均値を例示した. また, 第７図には北陸における年降

雪深に対するLapage検定統計量を例示し, 第２表に

対象地域全ての検定結果を示した. 第２表によると,

年降雪深は北海道東部において1970年代半ば, 中部北

部において1980年代半ば, 北陸, 山陰, および新潟県

平野部において1980年代後半におけるジャンプが有意

水準５％で有意で, 北陸, 山陰, および新潟県平野部

のジャンプは分布の位置の減少側へのジャンプ, 中部

北部と北海道東部は散らばり具合の減少側へのジャン

プである. 次に, Mann-Kendall検定を用いてトレ

ンドの検定を行うと, 年降雪深は北陸, 山陰, 北海道

東部, および新潟県平野部において減少傾向が有意水

準５％で有意である. なお, 鉄道の地点の新潟県平野

部では, 年降雪深は1980年代後半から現在まで小さい

傾向が続いている.

第５図 気象庁の地点の場合の北海道西部と北陸, および鉄道の地点の場合の新潟県平野部における年最大日降
雪深の時系列と11年移動平均値. 各地域の年最大日降雪深は, 地点ごとに平均値からのアノマリを求め
て, 標準偏差で規格化した後に, 各地域に属する地点の平均値を求めることで作成.

第６図 気象庁の地点の場合の北海道西部と北陸, および鉄道の地点の場合の新潟県平野部における年降雪深の
時系列と11年移動平均値. 各地域の年降雪深は, 年最大日降雪深と同様の方法で作成.

第７図 北陸における年降雪深および冬期平均気
温, MOIおよびAOIに対するLapage
検定統計量で, 任意の冬期を境にして前
半を前の冬期以前, 後半をその冬期以降
として示した. 図中の点線は, ジャンプ
が有意水準５％で有意になるLapage検
定統計量.
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3.4 冬期降水量の経年

変化

冬期降水量は, 気象庁年

報CD-ROM の月降水量か

ら冬期（前年の12月から当

年の２月）の降水量の合計

値として求めた. 冬期降水

量を12月から２月の合計と

したのは, 図示は省略する

が各地域における大雪のほ

とんどがこの期間に出現し

ていたためである. なお, 横山ほか（2003）は降水量

計の雪の捕捉損失から, 冬期の降水量は多くの場合に

補正する必要があるとしているが, 本研究では冬期降

水量の補正は行っていない.

冬期降水量は, 年最大日降雪深と同様の方法で時系

列データを作成し, 第８図に気象庁の地点の場合の北

海道西部および北陸について時系列とその11年移動平

均値を例示した. なお, 冬期降水量の時系列データは

気象庁において降水量が接続と判定されている地点の

データから求めた. また, 鉄道の地点の新潟県平野部

の冬期降水量は, 気象庁の新潟と高田のデータから求

めた. 冬期降水量に対して地域別にLapage検定を用

いてジャンプの検定を行うと, 第２表に示すように,

冬期降水量は北海道西部, 東北西部, 北陸, 山陰, 北

海道東部, 東北東部, および新潟県平野部において分

布の位置の減少側へのジャンプが有意水準５％で有意

で, これらのジャンプの時期は地域ごとに異なるが

1960年代後半から1980年代前半である. また, 北陸で

は1960年代後半に散らばり具合の減少側へのジャンプ

も有意水準５％で有意である. 次に, Mann-Kendall

検定を用いてトレンドの検定を行うと, 冬期降水量は

ジャンプが検出された地域において, 減少傾向が有意

水準５％で有意である.

3.5 冬期平均気温の経年変化

冬期平均気温は, 気象庁年報CD-ROM の月平均気

温から, 冬期（前年の12月から当年の２月）の平均値

として求めた. なお, 冬期を12月から２月としたのは

冬期降水量と同様の理由である. 各地域における冬期

平均気温は, 冬期ごとに各地域に属する地点の平均値

を求めることで時系列データを作成した. 第９図は,

気象庁の地点の場合の北海道西部, 東北西部, 北陸,

および山陰における冬期平均気温の時系列とその11年

移動平均値を例示したものである. なお, 冬期平均気

温の時系列データは気象庁において気温が接続と判定

されている地点のデータから求めた. また, 鉄道の地

点の新潟県平野部の冬期平均気温は, 気象庁の新潟と

高田のデータから求めた.

第７図には北陸における冬期平均気温に対する

Lapage検定統計量を例示し, 第２表に対象地域全て

の検定結果を示した. 第２表によると, 冬期平均気温

は対象地域全てにおいて1980年代後半における分布の

位置の上昇側へのジャンプが有意水準５％で有意であ

る. 次に, Mann-Kendall検定を用いてトレンドの

検定を行うと, 冬期平均気温は東北以南の対象地域全

てにおいて上昇傾向が有意水準５％で有意である.

3.6 冬季東アジアモンスーンの経年変化

冬期の日本周辺では, シベリア上空のシベリア高気

圧と北太平洋上のアリューシャン低気圧の間に形成さ

れる大きな東西気圧傾度に伴う北西季節風が卓越す

る. 本研究では, 北西季節風の強弱の指標として, 渡

第８図 気象庁の地点の場合の北海道西部と北陸における冬期降水量の時系列と
11年移動平均値. 各地域の冬期降水量は, 年最大日降雪深と同様の方法
で作成.

第９図 気象庁の地点の場合の北海道西部, 東北
西部, 北陸, および山陰における冬期平
均気温の時系列と11年移動平均値. 各地
域の冬期平均気温は, 各地域に属する地
点の平均値を求めることで作成.
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邊（1989）が提案した冬季

東アジアモンスーン指標

（East Asian Winter Mon-

soon Index, 以下MOIと

す る）を 用 い た. MOI

は, ロシアのイルクーツク

と北海道の根室の海面気圧

の差で定義され, 東西気圧

傾度が大きい（小さい）場

合に高指標（低指標）にな

り, その場合に北西季節風

が強い（弱い）と考えられる. また, 松村・謝

（1998）では, MOIは冬期の気温や降水量に強く影響

を及ぼすとしている.

MOIを求めるにあたって, 根室の海面気圧は気象

庁年報CD-ROM の月平均海面気圧, イルクーツクは

米国海洋大気庁／気候予測センター（NOAA/CPC）

が公表しているデータおよび世界の地上月気候値気象

通報（クリマット報）の月平均海面気圧を用いた.

MOIは, 冬期平均気温と同様に冬期（前年の12月か

ら当年の２月）における気圧差の平均値とし, 1954年

冬期から2005年冬期の平均値から各冬期のアノマリを

求めた上で, 標準偏差で規格化することで求めた. な

お, イルクーツクの月平均海面気圧に1980年冬期と

2008年冬期に欠測のある月があることから, これらの

冬期は欠測とした.

第10図 aはMOIの時系列とその11年移動平均値

で, MOIには1980年代後半に正符号から負符号への

反転がみられる. また, 第７図には1954年冬期から

2005年冬期を対象期間にしたMOIに対するLapage

検定統計量を示した. 1961年冬期から2011年冬期を対

象期間にしたMOIに対するLapage検定統計量の図

示は省略するが, いずれの対象期間の場合もMOIに

有意水準５％で有意なジャンプはみられなかった. た

だし, Lapage検定統計量は有意水準５％で有意な水

準をわずかに下回る値である. また, Tian et al.

（2008）ではMOIに1980年代後半に低指数側への

ジャンプがみられるとした. そこで, Tian et al.

（2008）が解析の対象期間にした1950年冬期から2004

年冬期におけるMOIに対してLapage検定を行う

と, 1980年代後半における低指数側へのジャンプが有

意水準５％で有意である. このように, MOIは1980

年代後半に正符号から負符号に反転したこと, 対象期

間によってジャンプが有意水準５％で有意となるこ

と, およびジャンプが有意水準５％で有意でない対象

期間の場合もLapage検定統計量が有意水準５％で有

意な水準をわずかに下回る値であることから, 1980年

代後半に低指数側にジャンプした可能性が高いと考え

られる. また, MOIに対してトレンドの検定を行う

と, MOIは有意水準５％で有意なトレンドは検出さ

れなかった. これから, 北西季節風は1980年代後半に

北西季節風が強い状態から弱い状態にジャンプした可

能性が高いと考えられる.

3.7 北極振動の経年変化

北極振動は, Thompson and Wallace（1998）に

よって提唱された現象で, 北極域と中緯度域の気圧偏

差のシーソー的な変動である. 北極域の海面気圧が負

（正）偏差で中緯度域が正（負）偏差のとき, 北極振

動指数（Arctic Oscillation Index, 以下AOIとする）

は正（負）となる. AOIが負のとき偏西風ジェット

は日本付近で大きく蛇行して南下するため, 日本付近

では寒気移流となり, 北日本を中心に低温になるとさ

れている（山崎 2004).

AOIは, NOAA/CPCが公表しているデータを用

いて, 冬期平均気温と同様に冬期（前年の12月から当

年の２月）の平均値として求めた. 第10図 bはAOI

の時系列で, AOIには1980年代後半に負符号から正

符号への反転がみられる. また, 第７図には1954年冬

期から2005年冬期を対象期間にしたAOIに対する

Lapage検定統計量を示した. 1961年冬期から2011年

冬期を対象期間にしたAOIに対するLapage検定統

計量の図示は省略するが, いずれの対象期間の場合

も, AOIは1970年代前半と1980年代後半に高指数側

へのジャンプが有意水準５％で有意で, 1980年代後半

の方が有意性が高い. 次に, トレンドの検定を行う

と, AOIは対象期間が1954年冬期から2005年冬期の

場合に高指数化傾向が有意水準５％で有意であるが,

第10図 MOIおよびAOIの時系列とその11年移動平均値. MOIは, 平均値か
らのアノマリを求めて標準偏差で規格化することで作成.
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1961年冬期から2011年冬期の場合には有意水準５％で

有意な傾向性は検出されなかった. これから, 北極域

の海面気圧が負偏差で中緯度域が正偏差の状態に1970

年代前半と1980年代後半にジャンプしたと考えられ

る.

４. 相関関係

再現期間が２年以上の日降雪深の大雪の出現頻度,

降雪, 降水, 気温, および大気循環の一冬期の状態を

表す年降雪深, 冬期降水量, 冬期平均気温, MOI,

およびAOIの間の相関関係を地域ごとに調べた.

4.1 年降雪深, 冬期降水量, 冬期平均気温,

MOI, AOIの関係

初めに, 年降雪深, 冬期降水量, 冬期平均気温,

MOI, およびAOIの間の相関関係を地域ごとに調べ

た. 第３表は, これらの間の相関係数を示したもので

ある.

4.1.1 冬期平均気温

第３表によると, 冬期平

均気温は対象地域全てにお

いてMOIとの負の相関,

およびAOIとの正の相関

が有意水準５％で有意であ

る. これは, MOIは低指

数の場合, AOIは高指数

の場合に日本付近が寒気移

流となるためであると考え

られる. 冬期平均気温は,

北海道ではAOIとの相関

がMOIとの相関に比べて

高く, 東北以南の地域では

その逆である. これから,

冬期平均気温は, 北海道で

は半球規模の現象である北

極振動の影響をより強く受

け, 東北以南の対象地域で

鉄道 -0.370.40
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北海道東部
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北海道西部 -0.05

冬期
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0.23
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-0.21

AOI

-0.42
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0.50

AOI

-0.30

AOI

0.47

冬期
降水量

-0.52

冬期
平均気温

0.48

MOI

-0.24

AOI
 

MOI冬期平均気温冬期降水量年降雪深

地域

第３表 年降雪深, 冬期降水量, 冬期平均気温, MOI, およびAOIの間の相関係数. 網掛けは相関が有意水準
５％で有意な場合. なお, 解析期間は気象庁が1954冬期から2005年冬期, 鉄道が1961年冬期から2011年
冬期.

機関

第11図 気象庁の地点の場合の北海道西部および北陸における年降雪深と冬期降
水量, 冬期平均気温, MOI, およびAOIとの関係で, 年降雪深に有意
水準５％で有意なジャンプがみられる場合はジャンプより前半を●, 後
半を□で示した. また, 年降雪深との相関が有意水準５％で有意な場合
には, 図中の直線は最小二乗法により求めた回帰直線を示した. 図中の

R は相関係数.
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は中緯度地域の現象である冬季東アジアモンスーン,

つまり北西季節風の影響をより強く受けると考えられ

る. また, 冬期平均気温とMOIとの相関は北海道に

比べて東北以南の地域が高く, これは松村・謝

（1998）の解析結果と一致する. なお, MOIとAOI

は負の相関が有意水準５％で有意であるが, これらの

間の相関は高くない.

4.1.2 冬期降水量

第３表によると, 冬期降水量はMOIとの相関が最

も高く, 日本海側の東北西部, 北陸, および新潟県平

野部では正の相関, 日本海側の中部北部と太平洋側の

関東および中部南部では負の相関が有意水準５％で有

意である. このような冬期降水量とMOIの相関関係

にみられる地域性は, 松村・謝（1998）の解析結果と

一致し, これによると相関が正の地域は主に北西季節

風によって冬期に降水がもたらされる地域で, 相関が

負の地域は主に低気圧によって冬期に降水がもたらさ

れる地域である. 次いで, 冬期降水量は冬期平均気温

との相関が高く, 日本海側の北陸と新潟県平野部では

負の相関, 日本海側の中部北部と太平洋側の関東およ

び中部南部では正の相関が有意水準５％で有意ある.

また, 冬期降水量とAOIは東北西部で弱い負の相関

が有意水準５％で有意である.

日本海側の東北西部, 北陸, および新潟県平野部で

は, 冬期降水量はMOIと正の相関があり, さらに北

陸と新潟県平野部では冬期平均気温と負の相関があ

る. これは, 冬季東アジアモンスーン, つまり北西季

節風が強く（弱く), 冬期平均気温が低い（高い）ほ

ど, 日本海からの熱と水蒸気の供給が増加（低下）し

て降水量が増加（減少）するためと考えられる. 一

方, 日本海側の中部北部と太平洋側の関東および中部

南部では, 冬期降水量はMOIと負の相関および冬期

平均気温と正の相関がある. これは, 北西季節風が弱

く（強く), 冬期平均気温が高い（低い）ほど, 日本

第12図 気象庁の地点の場合の北海道西部と北陸, および鉄道の地点の場合の新潟県平野部における大雪の出現
頻度と年降雪深, 冬期降水量, 冬期平均気温, MOI, およびAOIとの関係で, 大雪の出現頻度に有意
水準５％で有意なジャンプがみられる場合はジャンプより前半を●, 後半を□で示した. また, 大雪の
出現頻度との相関が有意水準５％で有意な場合には, 図中に最小二乗法により求めた回帰直線を示し
た. 図中の R は相関係数.
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の南岸を低気圧が通りやすく（にくく), 降水量が増

加（減少）するためと考えられる.

4.1.3 年降雪深

第11図は, 気象庁の地点の場合の北海道西部および

北陸について, 年降雪深と冬期降水量, 冬期平均気

温, MOI, およびAOIとの関係を示したものであ

る. 第11図および第３表によると, 年降雪深は冬期平

均気温との相関が最も高く, 北海道東部を除く対象地

域において負の相関が有意水準５％で有意で, 日本海

側の東北西部から山陰にかけての地域で高く, 特に北

陸において非常に高い相関を示す. 次いで, 年降雪深

は, MOIとの相関が高く, 日本海側の対象地域全て

と太平洋側の東北東部において正の相関が有意水準

５％で有意である. また, 年降雪深と冬期降水量とは

日本海側の北海道西部から北陸にかけての地域と太平

洋側の北海道東部において正の相関が有意水準５％で

有意である. 年降雪深との相関が最も低いのがAOI

で, AOIは日本海側の東北西部, 北陸, 山陰, 新潟

県平野部および太平洋側の東北東部において負の相関

が有意水準５％で有意である.

日本海側の地域では, 年降雪深は対象地域全てにお

いて冬期平均気温と負の相関およびMOIと正の相関

があり, さらに北陸以北の地域においては冬期降水量

と正の相関, 北陸以南の沿岸部の地域においてAOI

と負の相関がある. これは, 北西季節風が強く（弱

く), 冬期平均気温が低い（高い）ほど, 前述のよう

に降水量が増加（減少）することと, 降水が雪になる

割合が増加（減少）するためと考えられる. 太平洋側

の地域では, 地域ごとに傾向が異なっており, 年降雪

深は北海道東部では冬期降水量と正の相関, 東北西部

では冬期平均気温と負の相関, MOIと正の相関, お

よびAOIと負の相関がある. また, 関東と中部南部

では冬期平均気温と負の相関がある. これから, 関東

と中部南部では, 冬期平均気温が低い（高い）ほど,

年降雪深が多く（少なく）なる一方で, 冬期平均気温

が低い（高い）ほど降雪をもたらす低気圧が日本の南

岸を通りにくく（やすく）なるという環境下で, 年降

雪深に多寡が生じていると考えられる.

4.2 大雪の出現頻度との相関関係

再現期間が２年以上の日降雪深の大雪の出現頻度と

年降雪深, 冬期降水量, 冬期平均気温, MOI, およ

びAOIとの相関関係を地域ごとに調べた. 第12図に

は, 気象庁の地点の場合の北海道西部と北陸, 鉄道の

地点の場合の新潟県平野部について, 大雪の出現頻度

と年降雪深, 冬期降水量, 冬期平均気温, MOI, お

よびAOIの関係を示した. また, 第４表にはこれら

の間の相関係数をまとめて示した.

大雪の出現頻度は, 対象地域全てにおいて年降雪深

との相関が最も高い. これは, 両者が従属関係にある

ためであると考えられる. このため, 大雪の出現頻度

と冬期降水量, 冬期平均気温, MOI, およびAOIと

の相関関係は年降雪深の場合と類似している.

大雪の出現頻度は, 年降雪深を除くと, 冬期平均気

温との相関が最も高く, 相対的に気温が高い東北以南

の地域において負の相関が有意水準５％で有意で, 北

陸と新潟県平野部で高い傾向にある. 次いで, 大雪の

出現頻度はMOIとの相関が高く, 日本海側の対象地

域全てと太平洋側の東北東部において正の相関が有意

第４表 大雪の出現頻度と年降雪深, 冬期降水量, 冬期平均気温, MOI, AOIとの相関係数, および冬期平均
気温の平均値と大雪が出現した日の日平均気温の平均値. 網掛けは相関が有意水準５％で有意な場合.
なお, 解析期間は気象庁が1954冬期から2005年冬期, 鉄道が1961年冬期から2011年冬期.

機関 地域

相関係数
冬期平均気温

(℃)

大雪の出現日
の日均気温
の平均値
(℃)

大雪頻度

年降雪深 冬期降水量 冬期平均気温 MOI  AOI

0.57 0.33 -0.16 0.37 -0.13 -3.06 -4.36

0.61 0.41 -0.34 0.46 -0.38 0.66 -2.32

0.81 0.59 -0.62 0.52 -0.50 3.29 -1.15

0.79 0.21 -0.38 0.36 -0.19 2.24 -1.86

0.80 -0.03 -0.54 0.56 -0.32 5.61 -0.56

0.62 0.44 -0.26 0.02 -0.12 -3.53 -2.53

0.80 -0.10 -0.42 0.39 -0.15 0.94 -1.26

0.98 0.20 -0.33 0.12 -0.20 4.67 0.89

0.81 0.06 -0.37 0.23 -0.03 1.88 -1.43

0.83 0.55 -0.59 0.49 -0.34 3.27 -
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中部北部
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水準５％で有意である. ま

た, 冬期降水量とは, 相対

的に気温が低い北海道西部

から北陸にかけての地域と

太平洋側の北海道東部にお

いて正の相関が有意水準

５％で有意である. 大雪の

出現頻度との相関が最も低

いのがAOIで, AOIは東

北西部, 北陸, 山陰, およ

び新潟県平野部において負

の相関が有意水準５％で有

意である.

日本海側の地域では, 大

雪の出現頻度は対象地域全

てにおいてMOIと正の相

関があり, さらに東北以南

の地域では冬期平均気温と

負の相関, 北陸以北の地域

では冬期降水量と正の相関

がある. 特に, 北陸と新潟

県平野部では冬期平均気温

や冬期降水量の影響を冬季

東アジアモンスーンよりも

強く受けている. これは, 北西季節風が強く（弱

く), 冬期平均気温が低い（高い）ほど, 前述のよう

に降水量が増加（減少）することと, 降水が雪になる

割合が増加（減少）するためと考えられる. 太平洋側

の地域では, 年降雪深と同様に地域ごとに傾向が異

なっており, 大雪の出現頻度は北海道東部では冬期降

水量と正の相関, 東北西部では冬期平均気温と負の相

関およびMOIと正の相関がある. また, 関東と中部

南部では冬期平均気温と負の相関がある. これから,

関東と中部南部では, 年降雪深と同様に冬期平均気温

が低い（高い）ほど大雪の出現頻度が高く（低く）な

る一方で, 冬期平均気温が低い（高い）ほど降雪をも

たらす低気圧が日本の南岸を通りにくく（やすく）な

るという環境下で, 大雪の出現頻度に高低が生じてい

ると考えられる.

4.3 大雪の出現頻度の高低の判別

再現期間が２年以上の日降雪深の大雪の出現頻度

は, 多くの地域において, 冬期平均気温, MOI, お

よびAOIとの相関が有意水準５％で有意である. そ

こで, その高低を冬期平均気温, MOI, およびAOI

を用いて判別できる可能性について考察する.

第13図 aには, 大雪の出現頻度について, 地域ご

とに左側に冬期平均気温が平均値より低い場合,

MOIが正の場合, およびAOIが負の場合, 右側にそ

れぞれ逆の場合に分けて, 冬期ごとの値, 平均値, 小

さい順に並べた場合に５および95％の順位に相当する

５および95パーセンタイル値を示した. ここで, 95

パーセンタイル値以上には上位５％の冬期のみが含ま

れることから, 95パーセンタイル値は一般的な場合の

上限と考えることにする. また, ５パーセンタイル値

は同様に一般的な場合の下限と考えることにする. 第

13図 aによると, 大雪の出現頻度の５パーセンタイ

ル値は対象地域全てにおいて冬期平均気温が平均値よ

り低い場合と高い場合でほとんど差がなく, ０または

０に近い値を示す. 一方で, 大雪の出現頻度と冬期平

均気温との相関が高い日本海側の北陸以南の地域で

は, 冬期平均気温が平均値より低い場合と高い場合を

比べると, 大雪の出現頻度の平均値は低い場合が高い

場合の２倍以上, 95パーセンタイル値は２倍程度の値

を示すとともに, 冬期平均気温が高い場合の大雪の出

第13図 大雪の出現頻度および年降雪深について, 地域ごとに左側に冬期平均気
温が平均値より低い場合, MOIが正の場合, およびAOIが負の場合の
冬期ごとの値を□, 右側に冬期平均気温が平均値より高い場合, MOI
が負の場合, およびAOIが正の場合の冬期ごとの値を○で示した. ま
た, 平均値を●および■, ５および95パーセンタイル値を－で示した.
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現頻度の95パーセンタイル値は低い場合の平均値と同

程度の値を示す. これから, 日本海側の北陸以南の地

域における大雪の出現頻度は, 冬期平均気温が平均値

より高い場合に低く, 冬期平均気温が平均値より低い

場合に低い場合から高い場合まであるという判別が可

能と考えられる. また, MOIは冬期平均気温と同様

の傾向にあり, 日本海側の北陸, 山陰, および新潟県

平野部において, 大雪の出現頻度はMOIが負の場合

に低く, MOIが正の場合に低い場合から高い場合ま

であるという判別が可能と考えられる. AOIは, 正

の場合の大雪の出現頻度の95パーセンタイル値は負の

場合の平均値以上になり, 大雪の出現頻度の高低の判

別能力は低くなる.

第13図 bには, 年降雪深について, 第13図 aと同

様に示した. これによると, 年降雪深の５パーセンタ

イル値から95パーセンタイル値の範囲は, 日本海側の

北陸以南の地域では冬期平均気温が平均値より高い場

合と低い場合で重複する範囲があるものの分離されて

おり, 冬期平均気温が平均値より高い場合が低い場合

に比べて低いという判別が可能と考えられる. また,

MOIは正の場合と負の場合の年降雪深の５パーセン

タイル値から95パーセンタイル値の範囲の重複が冬期

平均気温に比べて大きくなるが, 冬期平均気温と同様

に日本海側の北陸以南の地域では, 年降雪深はMOI

が負の場合が正の場合に比べて低いという判別が可能

と考えられる. AOIは, それらの重複範囲がさらに

大きくなり, 年降雪深の多寡の判別能力としては低く

なる.

なお, 大雪の出現頻度と冬期平均気温, MOI, お

よびAOIとの相関が年降雪深とこれらの相関に比べ

て低いのは, 冬期平均気温が平均値より低い場合,

MOIが正の場合, およびAOIが負の場合に大雪の出

現頻度が取り得る範囲が年降雪深に比べて広く, その

最小が０または０近くまで分布するためと考えられ

る.

５. 大雪の出現頻度のジャンプの要因

再現期間が２年以上の日降雪深の大雪の出現頻度に

みられるジャンプの要因について考察する.

5.1 大雪の出現頻度のジャンプの時期と相関

1980年代後半は, MOIが正符号から負符号に,

AOIが負符号から正符号にジャンプしたと考えられ

る. これから, 日本付近の大気循環には1980年代後半

に符号が変わる大きな変化が生じたと考えられる.

冬期平均気温は, MOIとAOIがジャンプした1980

年代後半に対象地域全てにおいて上昇側へのジャンプ

が有意水準５％で有意である. さらに, 冬期平均気温

は, 対象地域全てにおいてMOIおよびAOIとの相

関が有意水準５％で有意である. これから, 冬期平均

気温にみられる1980年代後半の上昇側へのジャンプに

は, MOIやAOIのジャンプが影響していると考えら

れる. これは, 北半球の中緯度地域および半球規模の

大気循環の状態を表すMOIとAOIは寒気移流と関

係が深い指標であるためと考えられる.

大雪の出現頻度は, 北陸と新潟県平野部において,

冬期平均気温, MOI, およびAOIがジャンプした

1980年代後半における減少側へのジャンプが有意水準

５％で有意である. さらに, これらの地域では大雪の

出現頻度は, 冬期平均気温, MOI, およびAOIとの

相関が有意水準５％で有意である. また, 年降雪深も

1980年代後半に減少側へのジャンプがみられる地域に

おいて, 大雪の出現頻度と同様に冬期平均気温,

MOI, およびAOIとの相関が有意水準５％で有意で

ある. 一方で, 大雪の出現頻度や年降雪深にジャンプ

がみられない地域では, これらと冬期平均気温,

MOI, およびAOIとの相関がこれらにジャンプがみ

られる地域に比べて低いか, 相関がみられない. これ

から, 大雪の出現頻度や年降雪深のジャンプには, 冬

期平均気温, MOI, およびAOIのジャンプが関係し

ていると考えられる. また, 冬期平均気温, MOI,

およびAOIのなかで, 大雪の出現頻度や年降雪深と

の相関が, 大雪の出現頻度や年降雪深にジャンプのみ

られる地域で高く, ジャンプがみられない地域で相関

が低いか, 相関がない傾向が最もみられるのが冬期平

均気温である.

冬期平均気温, MOI, およびAOIのジャンプは,

全国的な現象である. 一方で, 大雪の出現頻度や年降

雪深にジャンプがみられる地域は限定される. これか

ら, 大雪の出現頻度や年降雪深にジャンプが生じる地

域と生じない地域を分離する要因があると考えられ

る. この要因として, 雪が雨になる気温と地上の気温

との関係が考えられる.

5.2 大雪の出現頻度と気温の関係

大雪の出現頻度のジャンプには, 雪が雨になる気温

が関係していることを検証するために, 各地域におけ

る冬期平均気温の平均値, 大雪が出現した日の日平均

気温の平均値, およびその頻度分布を調べた.

各地域における冬期平均気温の平均値を気象庁にお
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いて気温が接続と判定されている地点のデータから求

めると, 第４表のとおりである. 冬期平均気温の平均

値は, 日本列島の北側から南側に向かって高くなり,

北海道では０℃以下, 東北以南の地域で０℃以上であ

る. 長谷美（1991）によると, 降水が固体（雪, 霙,

霰）と液体（雨）になる割合が50％ずつになる気温

（以下, 雪と雨の判別気温とする）は, 北西季節風に

よる場合が２℃～４℃程度, 低気圧による場合が

１℃～２℃程度である. これから, 冬期平均気温の平

均値は, 北海道では雪と雨の判別気温を下回り, 東北

でわずかに下回り, 北陸, 中部, および新潟県平野部

で同程度, 山陰と関東で上回っている. また, 各地点

における大雪が出現した日の日平均気温の地域ごとの

平均値は第４表のとおりで, 日平均気温の平均値は冬

期平均気温の平均値と同様に日本列島の北側から南側

に向かって高くなり, 関東以外の対象地域で０℃を下

回り, 関東で０℃をわずかに上回っている.

第14図は, 上記の日平均気温の頻度分布を示したも

のである. 大雪は, 冬期平均気温が高い（低い）地域

ほど, 日平均気温が高い日に出現する頻度が高く（低

く）なる傾向にあるが, 日平均気温が雪と雨の判別気

温を上回るとほとんど出現しなくなる. 一方で, 大雪

が出現した日の日平均気温の下限は地域によって大き

く異なり, 冬期平均気温の平均値と同様に日本列島の

北側から南側に向かって高くなる. このため, 大雪が

出現した日の日平均気温の範囲は, 北側から南側に向

かって狭くなる. これから, 大雪が出現した日の日平

均気温は, 東北以南の地域では雪と雨の判別気温をわ

ずかに下回る気温領域に集中する傾向にあり, 特に北

陸において集中度が高い傾向にある.

東北以南の地域では, 大雪が出現した日の日平均気

温は, 雪と雨の判別気温をわずかに下回る気温領域に

集中する一方で, 冬期平均気温の平均値は雪と雨の判

別気温の前後で, ０℃を上回っている. このため, 気

温が上昇（低下）して, 日平均気温が取り得る範囲が

高温（低温）側に移動すると, 大雪をもたらすような

降水が生起したときに雪ではなく雨になる割合が増加

（減少）して, 大雪の出現頻度が減少（増加）するも

のと考えられる. これから, 大雪の出現頻度が気温の

影響を受けやすく, 大雪の出現頻度と冬期平均気温の

間に相関が生じるものと考えられる.

特に, 北陸では大雪が出現した日の日平均気温は,

雪と雨の判別気温をわずかに下回る気温領域に集中す

る傾向が強い. このため, 大雪の出現頻度は, 気温の

変化に敏感に応答して, 冬期平均気温との間に高い相

関が生じるとともに, 冬期平均気温のジャンプに伴っ

てジャンプが生じたと考えられる. これから, 北陸に

おける大雪の出現頻度や年降雪深の減少側へのジャン

プには, 雪と雨の判別気温と地上の気温が近い地域に

おいて, MOIやAOIといった大気循環のジャンプの

影響を受けた冬期平均気温の上昇側へのジャンプが大

きく影響していると考えられる.

北海道では, 冬期平均気温の平均値が０℃以下であ

るとともに, 大雪のほとんどが日平均気温０℃以下で

出現している. このため, 気温が上昇すると, 日平均

気温が取り得る範囲が高温側に移動するが, 大雪をも

たらすような降水はほとんどが雪のままであるため

に, 大雪の出現頻度が変化しないと考えられる. これ

から, 大雪の出現頻度は, 気温の変化の影響を受け

ず, 冬期平均気温との間に相関が生じず, ジャンプも

生じないと考えられる.

６. まとめ

本研究では, 気象庁の日降雪深データを用いて, 再

現期間が２年以上の日降雪深の大雪の出現頻度につい

て, 1954年冬期から2005年冬期における経年変化とそ

の要因に関する解析を行った. 対象地域は, 再現期間

が２年の日降雪深が５cm以上である北海道, 東北,
第14図 各地域における大雪が出現した日の日平

均気温の頻度分布.
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北陸, 関東, 中部, および山陰で, 日本海側と太平洋

側の地域に分けて解析を行った. また, 鉄道において

現在でも降雪の深さの観測が行われている新潟県平野

部における1961年冬期から2011年冬期の観測データを

用いて, 同様の解析を行った.

(1)大雪の出現頻度は, 気象庁の地点の場合の北陸で

は1987年冬期と1988年冬期を境にした減少側への

ジャンプと, 1954年冬期から2005年冬期にかけての

減少傾向が有意水準５％で有意である. 鉄道の地点

の場合の新潟県平野部では, 1986年冬期と1987年冬

期の間を境にした減少側へのジャンプと, 1961年冬

期から2011年冬期にかけての減少傾向が有意水準

５％で有意である. 一方で, 他の地域では大雪の出

現頻度に有意水準５％で有意なトレンドやジャンプ

は検出されなかった.

(2)大雪の出現頻度は, 日本海側の地域では対象地域

全てにおいてMOIとの正の相関が有意水準５％で

有意である. また, 冬期平均気温とは東北西部から

山陰にかけての地域において負の相関が有意水準

５％で有意で, 北陸と新潟県平野部ではMOIとの

相関より高く, 中部北部と山陰ではMOIと同程度

の相関を示す. 冬期降水量とは, 北海道西部から北

陸にかけての地域において正の相関が有意水準５％

で有意で, 北陸と新潟県平野部では冬期平均気温に

次いで高い相関を示す. これから, 大雪の出現頻度

は, 日本海側の地域では冬季東アジアモンスーン,

つまり北西季節風の影響を受け, さらに北陸と新潟

県平野部では冬期平均気温と冬期降水量の影響をよ

り強く受けていると考えられる. 太平洋側の地域で

は, 大雪の出現頻度は, 北海道東部で冬期降水量,

その他の地域で冬期平均気温との相関が有意水準

５％で有意である. これから, 大雪の出現頻度は,

北海道東部で冬期降水量の影響, その他の地域で冬

期平均気温の影響を受けていると考えられる.

(3)大雪の出現頻度は, 北陸と新潟県平野部において

1980年代後半に減少側にジャンプした. 一方, 他の

対象地域ではジャンプはみられなかった. また,

1980年代後半には, 冬期平均気温が上昇側, MOI

が低指数側, AOIが高指数側にジャンプしたと考

えられる. 冬期平均気温は対象地域全てにおいて,

MOIおよびAOIとの相関が有意水準５％で有意で

あることから, 冬期平均気温のジャンプにはMOI

やAOIのジャンプが影響していると考えられる.

大雪の出現頻度と冬期平均気温, MOI, および

AOIとの相関は, 北陸や新潟県平野部で高く, そ

の他の地域で相関がないか, 相関が低い傾向にあ

り, この傾向が最も強いのが冬期平均気温である.

さらに, 大雪が出現した日の日平均気温は, 北陸で

は降水が雪と雨になる割合が50％ずつになる気温を

わずかに下回る気温領域に集中する傾向が強く, 大

雪の出現頻度は気温の変化に敏感に応答すると考え

られる. これから, 北陸と新潟県平野部における大

雪の出現頻度の減少側へのジャンプには, 降水が雪

と雨になる割合が50％ずつになる気温と地上の気温

が近い地域において, MOIやAOIといった大気循

環のジャンプの影響を受けた冬期平均気温の上昇側

へのジャンプが大きく影響していると考えられる.

(4)大雪の出現頻度は, 日本海側の北陸から山陰にか

けての地域において, 冬期平均気温が平均値より高

い場合に低く, 冬期平均気温が平均値より低い場合

に低い場合から高い場合まであるという判別が可能

と考えられる. また, 日本海側の北陸, 山陰, およ

び新潟県平野部では, 大雪の出現頻度は, MOIが

負の場合に低く, MOIが正の場合に低い場合から

高い場合まであるという判別が可能と考えられる.
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